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訓から得られたマネジメントのポイント (3) 
一終ァ段階 一 

0 坂 秀憲 ，小塩手次郎，佐々木津，矢野貴久，弓取修二 (NEDO) 

っ た事業化の道筋をすりあ わせていくこと @ こより，成果の 受 

新エネルギー。 産業技術総合開発機構 ( 以下， NE ⑬⑪と 取手の企業の 事業化意識を 高めていくことが 可能となる   

い う 。 ) では，過去の 研究開発マネジメントから 経 現時点では，ガイドラインにおいてチェック 項目「 Q: 実施者 

れたマネジメン㌃の 注意事項を抽出し ，プロジェクト 担当者が の事業化に向けた 取組みを支援する。 J のみを対応させて 

マネジメント 上の分岐点で 判断する際に 参照する「 凶 E の⑪ いる．このチェック 項目において NED ㊤が行うべきチェック 

研究開発マネジメントガイドラインパ 以下，ガイドラインとい 基準は以下の 通りであ る． 

ラ ． ) を 作成した。 このガイドライン は ，プロジェクトの 進捗段階 ( ア ) 実施者が，事業計 記述 や ，継続研究計画の 予 

に 応じて立ち上げ 段階から終了段階まで 5 つのフェーズに 算ィヒ を そ干 っている 

分類している   ( イ ) 実施者が事業化の 年次を提示し ，そこに向けた 

本稿では，プロジェクト 終了段階において ，実施者を含め ( 開発すべき技術，コストダウンなじを 明確化している 

た 企業が成果を 引き継ぎ事業化するために NE じ n で行って ことを確認、 すること   

いるマネジメント 上の指標の紹介 と ，実際の取りみ 已みについ ゆ ン 開発している 技術を活用した 製品のサービスポジション 

て 紹介すると共に ，企業。 大学インタビュ 一の結果かな 汲み に ，既存商品。 サービスに対する 独、 自性が 

取ることができる 終了段階のマネジメントについて 言及した いること   

  ( ェ ) フ オローアップ 活動 ( 標準化事業，成果普及事業，サン 

ブ ルマッチンバ 事業，継続研究 [ 資産貸与 ) 等 ) の必要 

性 @ こついて検討すること   

NED ㊤の各プロジェクト 担当者は，上記のチェック 基準を 

NE の㊤で行ったプロジェク㌃の 成果を，企業や 大学が活用 確認し，マネジメント 上の指標にすることとしている   

し，実用化。 事業化へと発展させて 行く @ こは，企業や 大学で 

受け入れることが 出来るような 材料をプロジエクトが 終了する   フ オローアップ 活動 

までに提供 ; しなくてはならない。 つまり， NE コ ⑪プロジェクト NED ㊤では，プロジェクト 終了段階において ，必要 

から企業の製品開発に 移行ずる際の 不連続性を取り 除かな に 応じて フ オローアップ 活動の必要性を 検討している   

くては ならない   以下に，具体的な 活動内容を示す   

研究開発終了 力も 事業化までぼ ，通常 3 年から 互 0 年 程度 

の タイムラグがあ り，技術課題，コストダウンなど 越えるべき 壁 NE の O では。 研究開発の成果であ る，「新たな 技術」が 

が 存在するのが 普通であ る。 実用化にあ たっては，実用化 となる製品を 普及させる過程で ，開発当事者単独による「 技 

シナリオ等で 事業者の実用化の 方向性を確認し ，それにあ 術 独占の市場支配」や「事業競争を 通じての技術 開 競争の 

  



展開」等が困難な 場合は，市場形成を 他者と相互補完して 

成果を最大化するために ，当該技術の 標準化を行 う 必要が 

あ ると考えている。 プロジェクト 成果を早期に 標準化すること 

により， NEDO と事業者との 技術の受け渡しがより 円滑にな 

ると共に，国際市場の 獲得にもっながる 重要なマネジメント 

手法の一つであ る。 

ヒ 調査研究事業 ( 平成比年度当初予算 

規模 3. 85 億円 ) として NEDO が実施しているプロジェクトに 

対して標準化する 必要性が認められた 場合は，下記の 要件 

を鑑みて標準化活動㎡ 干 っている。 

① NEDO の研究開発プロジェクトに 関連している 標準化 

であ ること。 

②我が国の産業競争力向上に 大きく寄与するものであ る 

」。 と   

③産業界が標準化を 進める意欲を 有し，支援するもので 

あ ること． 

④ 2 ～ 3 年で国際標準の 新規提案が出来るなど 標準化に 

一定の目処がっくもの ， 

醸成果 晋及 事業 

凶 EDO では，実施者の 研究成果を実用化に 向けて円滑 

@ こ よる性能評価試験を 開始． 

鰹 ナノテクノロジー。 材料技術開発部においては ，サ 

ンプルマッチンバ 事業として，プロジェクト 成 

るザンプルに 対して製品化のアイ ヂィア を待つプロ 

、 ジェクト実施者以覚の ユーザ 一企業から 見 

ため試験提案を 募る取り組みを 行っている．具体的 

には，ザンプルの 提供。 サンプルの評価。 ザンプル 

の製品 ィ 比の可能性の 調査であ り，プロジ ヱタ ㌻実施 

者 とニーザ 一企業との間で 秘密保持契約の 締結の 

上 で実施される．平成 穐 年 3 月に行った公募でほ。 

プロジェクト 参加者による 用途 麗件 に対し提供ザ 

ンプル へ のプロジェクト 外食 業 0 3 件が採用され 

た 目 。 

0  開発成果の実証事業の 実・ 

成果の信頼性の 検証と普及に 向けた ヂ モンストレーション 

効果を目的として ， 実 使用環境における 実証事業を実施。 

例 ) 

開発した光触媒を 用いた打ち水効果による 空冷シ 

ステムについて ，様々な水質の 水 @ こ よる暴露試験 

を打 う ため，横浜市水道局と 連携して実証事業に 着 

に 事業が進むべく ，イノベーションに 向けた「次なるステッ 

プ」につなげていくための 成果普及事業に 取り組んでいる。 

手 。 

鐙 開発した各種の 身体。 生体情報を日常的かっ 統合 

具体的事例は ，以下の通り。 

@  各種ザンプル ま是供 申伍事業の実 罎 

成果をザンプルとして 作成し ，ニーザ 一にそのザンプルを 

康 モニタ一機器による 在宅総合 

健康支援システムについて ，その有効性を 検証す 

るために，札幌，大阪及び 東京地区の家庭等約 90 

評価してもらうこと @ こより，更なる 課 を 抽出するための 事業 

を材料分野のみならず ， N 亘 D ⑪全体に対象を 広げて実施。 

例 ) 

箆 開発した食道ガン 及び腎臓 ガ、 ノ 診断用い NA チップ 

について，臨床現場での 有効性。 検証を行 う ために， 

8 臨床機関と連携して 実証事業に着手． 

畿 開発した新規フロン 代替物質に関し - て ，断熱材の 

現場発泡剤としての 施工 ヰ生 ，断熱特性を 調べるた 

め，エンド ユーザコ 公的評価機関，施工業者等 

箇所と医療機関が 連携して実証事業に 着手   

め追鹿漏問 査の結果判明した 成果普及第の 報 
プロジェク㌻ 終了後の追跡調査の 結果を踏まえ ，プロジ ヱ 

クト成果の具現化にあ とも う - 押しの取組みの 要望があ った 

ものについて 精査し，成果普及策を 措置   

  

籠蜘 開発した局所的風況予測 モヂル ( 風況マップ ) を用 

いた，既設風車や 送電線，搬入用道路等の 位置 

( 地図 楕報をモヂル に追加する風況 - アップの機能 

  



アップに関する 調査に着手． 

艶 ごみ焼却場排ガス 等のダイオキシン 類を運 続 的か 

つ化学的に簡易モニタリンバするために 開発した 

装置について ，連続測定の 有効性に関する 実証試 

験や検討をそ 干う 調査に着手， 

悶 ED ㊤では，提案公募事業，中長期。 ハイリスクの 研究開 

楽事業。 実用 ィヒ 。 企業化促進事業等とフェーズの 異なった 研 

究 開発を行っており ，中長期。 ハイリスクの 研究開発事業で 

成果のあ った事業に対して ，実用 ィヒ 。 企業化促進事業の 研 

究開発事業 ( 産業技術実用化助成事業等 ) を紹介するなど 

柔軟なマネジメントを 行っている・ 

また，新エネルギー。 省エネルギー 技術開発においては ， 

研究開発から 導入へと円滑にフェーズ 間連携を図ること ； 秘、 

要 であ る。 高性能工業炉の 技術開発では ，研究開発成果を 

ブ イールドテスト 事業 ( 実証 ), 事業者支援事業 ( 導入普及 ) と 

っなぎ，事業化に 向けて効果的にフェーズ 間連携を強 ィヒ し 

て普及拡大を 図ると共に，フィールドテスト 事業で得られた 

データ等をもと @ こ 新たな研究開発に 結びつけた 事伊旛 あ る   

NED ㊤では， 独 法化後の平成 1 き年秋から平成 1 

年春にかけて ，「 て 0(@ 社 インタビュー」を 実施しその結 

果を踏まえて NEnCW のマネジメント。 業務改善に努め 

てきた所であ る。 このような活動は ， NED ㊤が現場主 

義を貫き，企業。 大学研究者等との 間で強固なネットワ 

ークを構築していくと 共に，その結果を NEDO のマネ 

、 ジメント。 業務改善につなげるという 意味においても 継 

続して実施すべきとの 声から，昨年度も「企業。 大学イ 

ンタビュー 2005 」㈹ ED ㊤， 2006) を実施した。 プロジ 

ェクト終了段階に 求められるマネジメントは ， 悶 E ⑬㊤ 

としてしっかりと フ オローすると 共に，必要に 応じて。 

事業終了後における 支援を求める 声が大きかった．具体 

的な内容は以下の 通り． 

め NRD ㊤が中間評価，事後評価をしっかりぞってい 

ることは評価できるが ，特に事後評価について ，商 

品化への フ オロー ( 実用化への見通し ) が甘い。 プ 

ロジェクト終了後の フ オローアップをしっかり 実施 

して且つ現場からのニーズをしっかりと 汲み取って 

行くべきであ る． ( 機械。 重工系 ) 

6  事後評価で優良評価を 得たプロジェクトには ，継続 

研究に係る予算を 曲鼓する等の 制度を作って 欲しい   

( 機械。 重工系 ) 

藪 終了後の フオロ Ⅰあ るいは次のステップへの 提案 

までの中継ぎとして ，終了事業の 派生シーズについ 

て， 数 1 0 万～ 数 1 00 万の規模で良 い ので半年か 

ら一年の継続研究をやらせて 欲 い、 。 ( 大学 ) 

の 国や NEDO 事業全般に言えることであ るが，委託 

研究終了後に 事業 7% まで色々とやることがあ る．そ 

こを契約終了したから 終了ということで は たまらな 

い。 制度面などから 国等 が担保してくれないと 本腰 

になれない所もあ る。 ( 例えば，バイ 

ンフラ整備 笘 1, 機械。 重工系 ) 

靱 大学。 中小企業の立場としては ，事業化立案に 苦労 

しており，プロジェクト 予算でマーケティンバ ，フ 

ァイナンスの 人も雇える，あ るいけ外注でのコンサ 

ルティンバを 受けられると 良い．また， NED ㊤に 

プロジェクト 成果の事業 ィ巳 検討をサポートしてくれ 

る集団がいると 助かる． ( 大学 ) 

8  企業 4% 。 実用化を目ま 旨づ - にあ たって， NEDO から 

専門家を派遣する ，アドバイザー 制度が欲しい。 ( 大 

学 ) 

「企業。 大学インタビュー 2005 」のアンケート 結果か 

ら求められる N 江口㊤の終了段階のマネジメントの 在り 

方は ついて言及したい． 3 。 に示した通り ，企業。 大学 

    



が NEDO に求める要望は 多岐にわたるが ，概ね研究開 

発後のフォロ ーを 求めるものであ り， NEDO として適 

切に対応していかなくてはならない。 ガイドラインに 翻 

アップ事業の 検討等，先駆的に 研究成果の実用 ィヒ 。 企業 

家に向けてマネジメントを 行っている．今後，事後評価， 

追跡調査。 評価，企業。 大学インタビューから 見られる 

って考えてみれば ，チェック項目にあ る基準の 2 一夜   プロジエクト 終了時における 事例を精査し。 ガイドライ 

( ア ) ～ ( ウ ) にあ るよ う に，あ くまでも NEDO とし ンの チェック基準等，今後のマネジメントの 高度 ィヒ に 向 

ては，実施者側の 自立した事業 4 ヒへの検討を 期待してい けて更なる改善を 行うことを期待する   

るのに対し，一部の 実施者側としては ，更なるフォロ 一 

アップや継続事業を 要求しており ，意見の行き 違いが 認，   参考文献 

められる．ただ ，プロジェクトの 終了段階においては ， 新ェネルギー。 産業技術総合開発機 

実施者を含む 企業が研究成果を 引き継ぎ事業化するため (2006) 企業。 大学インタビュー 200 5   

に ，企業内で事業を 推進することを 説得できるような 成 

果を保持できるよ 引こマネジメントをしなければならな 

い 。 プロジェクト 終了後に実用化への 見通しを立ててい 

る よ う では遅いと考えるべきであ る。 2 一互 。 ( ヱ ) のよ 

う な フ オローアップ 事業は， 2 一 2. で説明した通り 取 

り 組みが始まっており 積極的に行 う べきであ るが，プロ 

ジエ タト担当者が ，事業内容を 精査した上でその 是非を 

判断しなければならない。 この点における 判断基準は， 

終了段階のマネジメントの 事例を数多く 追跡調査する 中 

で ノウハウを蓄積していくことが 望まれる。 

また，制度面でのインフラ 整備などプロジェクトの 枠 

を 越えたものに 関しては，関係省庁を 交えた議論の 必要 

があ る。 また，大学や 中小企業を対象とした ，マーケテ 

イングやコンザルタント 業務は，研究成果の 早期事業 4% 

のためにほ， NED ㊤がさらに積極的に 関わって行かな 

くてはならないだろう。 

以上のように ， NKD ㊤が行っている 終了段階におけ 

るマネジメントは ， 新たな検討項目が 挙げられ，ると 共に ， 

今後更に事例を 充実させなくてはならない．内外の 意見 

を積極的に取り 入れ ， 更なる研究開発マネジメントの 高 

度化 に向けての取り 組みが期待される   

以上のように ， NED ㊤の研究開発の 終了段階におけ 

る マネジメントの 例を実例とともに 紹介した。 フ オロー 

一 1 Ⅰ 11 一 


